
第５章 総合的な評価 

 

対象事業について、影響要因である「工事の実施」及び「道路の存在、供用」に

おける環境要素 11 項目を選定して予測・評価を行いました。 

環境要素ごとの調査、予測・評価及び環境保全のための措置の概要について表

5.1.1 に示します。 

 

予測の結果、全ての項目において、影響は事業者の実行可能な範囲内で低減され

るものと評価します。  

 

なお、今後の工事計画等の詳細な検討にあたっては、環境影響評価の結果に基づ

き環境保全に十分に配慮して行い、事業実施段階及び供用後の環境の状況や交通量

等については、関係機関と協力し道路交通センサス等により必要に応じて適切に把

握するものとします。  

また、工事中及び供用後に現段階で予測し得なかった環境保全上の問題が生じた

場合における原因の究明及びその結果を踏まえた措置については、必要に応じて関

係機関と協力しつつ実施します。  
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表５.１.１（１） 総合評価表（粉じん等：工事用車両の運行） ［粉じん等：工事用車両の運行］

項目 環境

要素

の大 
区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

工
事
の
実
施
（
工
事
用
車
両
の
運
行
） 

現地調査の結果、調査区域の粉じん等の濃度は 0.72～
2.10t/km2/月です。 

〈粉じん等調査結果〉        （単位：t/km2/月） 

調査時期 
調査地点 

春季 夏季 秋季 冬季 

此田 1.6 2.1 0.75 0.72 

備考 1：調査地点 飯田市南信濃此田地先 
2：調 査 日 （春季）平成 16 年 4 月 28 日 ～  5 月 28 日 

         （夏季）平成 16 年 7 月 25 日 ～  8 月 25 日 
         （秋季）平成 16 年 10 月 5 日 ～ 11 月 5 日 

（冬季）平成 17 年 1 月 25 日 ～  2 月 25 日 
〈気象調査結果〉 

風速(m/s) 
調査時期 

平均 最大 
卓越風向 
16 方位 

２月 2.0 13.1 ENE 
３月 1.4  8.4 SSW 
４月 1.9  8.7 SSW 
５月 1.4  6.1 SSW 
６月 1.3  7.0 SSW 
７月 1.3  6.2 SSW 
８月 1.3  7.5 SSW 
９月 1.1  6.7 SSW 

１０月 0.8  8.8 NE･SE 
１１月 0.9  6.5 SSE 
１２月 1.1  7.8 SSE 
１月 1.4  7.0 ESE 

平均値 1.3  7.8 － 
 備考 1：調査地点 飯田市南信濃此田地先 
   2：調 査 日 平成 16 年 2 月 1 日 ～ 平成 17 年 1 月 31 日 

 
〈風配図〉 風向出現率（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

工事用車両の運行に係る粉じん等の予測結果は、敷地境界における降下ばいじん量

は舗装路の場合、2.7～4.8t/km2/月、舗装路＋タイヤ洗浄装置の場合、0.1～0.2t/km2/月と予

測されます。 
 
〈工事用車両の運行に伴う粉じん等予測結果〉 
〈敷地境界（高さ 1.5m）〉              （単位：t/km2/月） 

降下ばいじん量 
予測地点 工事用車両台数 工事用道路の状況

春 夏 秋 冬

整合を図る

べき基準 
又は目標 

舗装路 3.5 4.8 4.8 2.7

此田 
30 台/日 

（往復 60 台/日）
舗装路＋ 

タイヤ洗浄装置 
0.2 0.2 0.2 0.1

10 

注１）整合を図るべき基準又は目標は、スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律を 
参考に設定しました。 

 
 

予測の結果、敷地境

界（高さ 1.5ｍ）では、

粉じん等の影響は極め

て小さいと判断し、保

全対策は実施しませ

ん。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により工事用車両の

運行に伴う粉じん等が新たに発生

しますが、工事用車両の運行ルー

トについては、できる限り集落の

通過を避ける計画としており、工

事の実施にあたっては一般的な環

境保全対策（P.1-10 参照）を実施

することから、環境影響は事業者

の実行可能な範囲で回避又は低減

されていると評価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
工事用車両の運行に係る降下ば

いじん量の予測値は、道路の敷地

境界で 0.1～0.2t/km2/月と予測さ

れ、10t/km2/月を下回ることから、

「工事用車両の運行」に伴い発生

する粉じん等は、基準又は目標と

整合が図られているものと評価し

ます。 
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表５.１.１（２） 総合評価表（粉じん等：建設機械の稼働） ［粉じん等：建設機械の稼働］

項目 
環境

要素

の大 
区分 

環境 
要素

の 
区分 

影響要

因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

工
事
の
実
施
（
建
設
機
械
の
稼
働
） 

 

〈粉じん等調査結果〉 

 工事用車両の運行と同じです。 

 

 
 

建設機械の稼働に係る粉じん等の予測結果は、敷地境界における降下ばいじん量は 0.1～

1.4t/km2/月と予測されます。 

 

〈建設機械の稼働に伴う粉じん等予測結果〉 

 ＜敷地境界（高さ 1.5m）＞                                 単位：t/km2/月 
降下ばいじん量 

予測地点 工事種別 工事箇所
春 夏 秋 冬 

整合を図る

べき基準 
又は目標 

掘削工 本線工事

用道路 
0.2 0.2 0.2 0.1  

法面整形工

（掘削部）

本線工事

用道路 
1.4 1.4 1.4 1.4  

盛土工 本線工事

用道路 
0.8 0.8 0.8 0.8 10 

法面整形工

（盛土部）

本線工事

用道路 
0.1 0.2 0.1 0.1  

盛土工 本線 
土工部 

0.8 0.8 0.8 0.8  

此田 

法面整形工

（盛土部）

本線 
土工部 

0.2 0.3 0.3 0.1  

注１）整合を図るべき基準又は目標は、スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律を 
参考に設定しました。 

 

 

予測の結果、敷地

境界（高さ 1.5ｍ）

では、粉じん等の影

響は極めて小さいと

判断し、保全対策は

実施しません。 

 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により建設機械の稼

働に伴う粉じん等が新たに発生

しますが、工事施工ヤードは集

落から離れた場所を利用する計

画としており、工事の実施にあ

たっては一般的な環境保全対策

（P.1-10 参照）を実施すること

から、環境影響は事業者の実行

可能な範囲で回避又は低減され

ていると評価します。 
 
〈整合を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
建設機械の稼働に伴う降下ば

いじん量の予測値は、道路の敷

地境界で 0.1～1.4t/km2/月と予測

され、10t/km2/月を下回ること

から、「建設機械の稼働」に伴

い発生する粉じん等は、基準又

は目標と整合が図られているも

のと評価します。 



 
表５.１.１（３） 総合評価表（二酸化窒素：自動車の走行） ［二酸化窒素：自動車の走行］

項目 
環境

要素

の大

区分 

環境 
要素

の 
区分 

影響要

因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

大
気
質 

（
二
酸
化
窒
素
） 

環
境
基
準
項
目 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
自
動
車
の
走
行
） 

二酸化窒素の期間平均値は 0.001～0.002ppm、日平均値の最大値

は 0.002～0.004ppm となっていました。 

〈二酸化窒素調査結果〉            （単位：ppm） 
調査時期 

項 目 単位 
冬季 春季 夏季 秋季 環境基準 

期間平均値 (ppm)    0.002 0.001 0.001 0.001
日平均値の 
最大値 (ppm)    0.004 0.002 0.002 0.002

(日) 0    0 0 0日平均値が 0.04ppm 以上 
0.06ppm 以下の日数とそ

の割合 (％) 0.0    0.0 0.0 0.0

(日) 0    0 0 0

二酸化 
窒素 

（ＮＯ２） 

日平均値が 0.06ppm を 
超えた日数とその割合 

(％) 0.0    0.0 0.0 0.0

１時間値の 
１日平均値が

0.04ppm～

0.06ppm まで

のゾーン内 
又はそれ以下

であること。

備考 1：調査地点 飯田市南信濃此田地先 
   2：調 査 日 （春季）平成 16 年 5 月 10 日 ～  5 月 16 日 
         （夏季）平成 16 年 7 月 25 日 ～  7 月 31 日 
         （秋季）平成 16 年 10 月 24 日 ～ 10 月 30 日 

（冬季）平成 16 年 2 月 16 日 ～  2 月 22 日 
 
 
 
 
 
 
 
 

自動車の走行による二酸化窒素の予測結果は、地上 1.5ｍにおける年平均値は

0.0058ppm、日平均値の年間 98%値は 0.016ppm と予測されます。 
 

 

〈二酸化窒素予測結果〉 
＜道路端（高さ 1.5m）＞                  単位：ppm 

合成濃度 
予測
地点

自動車走行
による 

寄与濃度(a)

バックグラウ
ンド濃度(b) 年平均値

c = a + b 
日平均値の
年間 98%値

整合を図るべき基準 
又は目標 

此田 0.00377    0.002 0.0058 0.016

1 時間値の 1 日平均
値 が 0.04ppm ～
0.06ppm までのゾー
ン内又はそれ以下で
あること 

備考：：年平均値、日平均値の年間 98％値は四捨五入したものです。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、環境基準としました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予測の結果、道路

端では、二酸化窒素

の影響は極めて小さ

いと判断し、保全対

策は実施しません。

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路が新設されることに

より、二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質が新たに発生しますが、

対象道路の路線位置及び基本構

造は計画段階から、できる限り

集落との離隔に配慮しており、

環境影響は事業者の実行可能な

範囲で回避又は低減されている

と評価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目

標との整合性の観点〉 
二酸化窒素の日平均値の年間

98％値は道路端で 0.016ppm と

予測されます。環境基準を下回

ることから、「自動車の走行」

に係る二酸化窒素については、

基準又は目標と整合が図られて

いると評価します。 
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表５.１.１（４） 総合評価表（浮遊粒子状物質：自動車の走行） ［浮遊粒子状物質：自動車の走行］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

大
気
質 

（
浮
遊
粒
子
状
物
質
） 

環
境
基
準
項
目 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
自
動
車
の
走
行
） 

浮遊粒子状物質の期間平均値は 0.011～0.021mg/m3、日平均値の最

大値は 0.017～0.041mg/m3、1 時間値の最大値は 0.032～0.079mg/m3

となっていました。 

〈浮遊粒子状物質調査結果〉         （単位：mg/m3） 
調査時期 

項 目 単位 
冬季 春季 夏季 秋季 環境基準

期間平均値 (mg/m3) 0.021    0.014 0.020 0.011

日平均値 (mg/m3) 0.038    0.028 0.041 0.017
最大値 

1 時間値 (mg/m3) 0.079    0.064 0.065 0.032

(時間) 0    0 0 0１時間値が 0.20mg/m3を 
超えた時間数とその割合 

(％) 0.0    0.0 0.0 0.0

(日) 0    0 0 0

浮遊粒子

状物質 
(ＳＰＭ) 

日平均値が 0.10mg/m3 を 
超えた日数とその割合 

(％) 0.0    0.0 0.0 0.0

１時間値の 
１日平均値が

0.10mg/m3 
以下であり、

かつ 
１時間値が 
0.20mg/m3 
以下である 
こと。 

備考 1：調査地点 飯田市南信濃此田地先 
   2：調 査 日 （春季）平成 16 年 5 月 10 日 ～  5 月 16 日 
         （夏季）平成 16 年 7 月 25 日 ～  7 月 31 日 
         （秋季）平成 16 年 10 月 24 日 ～ 10 月 30 日 

（冬季）平成 16 年 2 月 16 日 ～  2 月 22 日 
 

自動車の走行による浮遊粒子状物質の予測結果は、年平均値は 0.0173mg/m3、日平

均値の年間 2%除外値は 0.044 mg/m3と予測されます。 

 
 

〈浮遊粒子状物質予測結果〉 

＜道路端（高さ 1.5ｍ）＞                    単位：mg/m3 
合成濃度 

予測
地点

自動車走
行による
寄与濃度

(a) 

バックグ
ラウンド
濃度(b) 

年平均値
c = a + b 

日平均値の 
年間 2%除外値

整合を図るべき
基準又は目標 

此田 0.00034    0.017 0.0173 0.044

1 時間値の 1 日
平 均 値 が
0.10mg/m3 以下
であること 

備考：年平均値、日平均値の年間 2％除外値は四捨五入したものです。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、環境基準としました。 

 
 
 

予測の結果、道路

端では、浮遊粒子状

物質の影響は極めて

小さいと判断し、保

全対策は実施しませ

ん。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路が新設されることによ

り、浮遊粒子状物質が新たに発生

しますが、対象道路の路線位置及

び基本構造は計画段階から、でき

る限り集落との離隔に配慮してお

り、環境影響は事業者の実行可能

な範囲で回避又は低減されている

と評価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
浮遊粒子状物質の日平均値の年

間 2 ％ 除 外 値 は 道 路 端 で

0.044mg/m3 と予測され、いずれも

環境基準を下回ることから、「自動

車の走行」に係る浮遊粒子状物質

については、基準又は目標と整合

が図られていると評価します。 
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表５.１.１（５） 総合評価表（騒音：工事用車両の運行） ［騒音：工事用車両の運行］

項目 
環境

要素

の大

区分 

環境 
要素

の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

騒
音 

騒
音 

工
事
の
実
施
（
工
事
用
車
両
の
運
行
） 

現地調査の結果、調査区域の等価騒音レベル（ＬAeq）は、昼間 41dB、夜

間 40dB でした。 

 
〈騒音調査結果〉               （単位：dB） 

騒音レベル調査結果  
時間率騒音レベル 

       時間帯  
 
測定地点  

騒音最大

値 
（ＬAmax） ＬA5 ＬA50 ＬA95 

等価騒音 
レベル 

（ＬAeq） 

環境基準

（ＬAeq）

昼間 68 43 40 40 41 55 
此田 

夜間 58 41 40 39 40 45 

備考：調査地点は環境基準適用外地域であるが参考までにＡ地域の一般地域の環境

基準※を示しました。 
  ：時間区分は、昼間 6:00～22:00、夜間 22:00～6:00 です。 
  ：ＬAeq は 1 時間値のパワー平均値、時間率騒音レベルは算術平均値、ＬAmax は

時間区分の最大値です。 

 
 
 

工事用車両の運行に係る騒音（LAeq）の予測値は、工事用道路敷地境界で 58dB

と予測されます。 

 
〈騒音予測結果（工事用車両の運行）〉 
〈敷地境界（高さ 1.2m）〉              （単位：dB） 

整合を図るべき基準 
又は目標 予測 

地点 
現況値 

（一般環境） 
予測値 

（一般＋工事用車両）
要請限度 環境基準 

此田 41    58 75 70

  備考：騒音レベルは昼間の時間帯（6～22 時）の値です。 
    ：現況値は近接保全対象における現地調査結果です。敷地境界の現況値は近接保

全対象の現地調査結果をあてはめました。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、要請限度及び環境基準に係る幹線道路を担う

道路に近接する区域に係る特例値としました。 
  

 
 

予測の結果、敷地

境界（高さ 1.2ｍ）

では、工事用車両の

運行に係る騒音の影

響は極めて小さいと

判断し、保全対策は

実施しません。 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により工事用車両

の運行に伴う騒音が新たに発生

しますが、工事用車両の運行ル

ートについては、できる限り集

落の通過を避ける計画としてお

り、工事の実施にあたっては一

般的な環境保全対策（P.1-10 参

照）を実施することから、環境

影響は事業者の実行可能な範囲

で回避又は低減されていると評

価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目

標との整合性の観点〉 
工事用車両の運行による騒音

（LAeq）は工事で利用予定であ
る一般国道 152 号の道路の敷地
境界で 58dB と予測されたた
め、基準又は目標と整合が図ら
れていると評価します。 
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表５.１.１（６） 総合評価表（騒音：建設機械の稼働） ［騒音：建設機械の稼働］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

騒
音 

騒
音 

工
事
の
実
施
（
建
設
機
械
の
稼
働
） 

〈騒音調査結果〉 
工事用車両の運行と同じです。 

地上 1.2m における建設機械の稼働による騒音（LA5）の予測値は、敷地境界では 51～83dB

と予測されました。 

 
〈騒音予測結果（建設機械の稼働）〉 
〈敷地境界（高さ 1.2m）〉          （単位：dB） 

予測地点 種別 
予測結果 
（ＬA5） 

整合を図るべき

基準又は目標

掘削工 51  

法面整形（掘削部） 53  

盛土工 63  

法面整形（盛土部） 55 85 
場所打杭工 
（ﾀﾞｳﾝｻﾞﾎｰﾙﾊﾝﾏｰ工）

70  

現場打躯体工 69  
架設工 
鋼橋架設 

83  

此田 

アスファルト舗装工
表層・基層 

71  

備考：予測結果は各工事種別ごとに、予測地点に対して影響が最も大きい工事箇所での値を示

しました。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準と

しました。 
 

予測の結果、敷地境

界（高さ 1.2ｍ）では、

建設機械の稼働に係る

騒音の影響は極めて小

さいと判断し、保全対

策は実施しません。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により建設機械の稼

働に伴う騒音が新たに発生します

が、工事施工ヤードは集落から離

れた場所を利用する計画としてお

り、工事の実施にあたっては一般

的な環境保全対策（P.1-10 参照）を

実施することから、環境影響は事

業者の実行可能な範囲で回避又は

低減されていると評価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
建 設 機 械 の 稼 働 に よ る 騒 音

（LA5）は敷地境界で 51～83dB と
予測されたため、「建設機械の稼
働」に係る騒音は、基準又は目標
と整合が図られていると評価しま
す。 

 



 
表５.１.１（７） 総合評価表（騒音：自動車の走行） ［騒音：自動車の走行］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

騒
音 

騒
音 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
自
動
車
の
走
行
） 

－ 供用後の自動車の走行による騒音レベル（LAeq）は、道路端においては昼間 63dB、

夜間 61dB と予測され、対象道路から 15ｍ以遠においては昼間 42dB、夜間 39dB と予測

されます。 
 
 
〈騒音予測結果（自動車の走行）〉 

   ＜道路端＞                       単位：dB 

予測地点 時間区分 予測高さ 騒音レベル

（LAeq） 
整合を図るべき

基準又は目標 

昼間 1.2m   63 70
此田 

夜間 1.2m   61 65

注１）整合を図るべき基準又は目標は、環境基準の幹線交通を担う道路に近接する空間の 
特例値としました。 

 
   ＜15ｍ以遠＞                    単位：dB 

予測地点 時間区分 予測高さ 騒音レベル

（LAeq） 
整合を図るべき

基準又は目標 

昼間 1.2m   42 65
此田 

夜間 1.2m   39 60

備考：15m 以遠の表中の値は最も近接する保全対象（改変区域から概ね 200m）の予測値を 
示します。 

注１）整合を図るべき基準又は目標は、Ｂ地域の環境基準（道路に面する地域）としました。 
 

予測の結果、道路端

及び 15ｍ以遠では、自

動車の走行に係る騒音

の影響は極めて小さい

と判断し、保全対策は

実施しません。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路が新設されることによ

り、自動車の走行騒音が新たに発

生しますが、対象道路の路線位置

及び基本構造は計画段階から、で

きる限り集落との離隔に配慮して

おり、環境影響は事業者の実行可

能な範囲で回避又は低減されてい

ると評価します。 
 

〈整合性を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
供用後の自動車の走行に係る

騒音は、道路端で昼間 63dB、夜

間 61dB、対象道路から 15m 以遠

で昼間 42dB、夜間 39dB と予測

されたことから、「自動車の走

行」に係る騒音は、基準又は目

標と整合が図られていると評価

します。 
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表５.１.１（８） 総合評価表（振動：工事用車両の運行） ［振動：工事用車両の運行］

項目 
環境

要素

の大

区分 

環境 
要素

の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

振
動 

振
動 

工
事
の
実
施
（
工
事
用
車
両
の
運
行
） 

振動の状況については、昼間、夜間とも測定下限値

（30dB）未満でした。 
 

〈振動調査結果〉          （単位：dB） 

測定地点  時間帯 振動レベル（Ｌ10）  
(dB) 

昼間 <30 
此田 

夜間 <30 

備考：調査結果は時間区分平均値としたが、全時間帯において

測定下限値(30dB)未満であるため「<30」と表示した。 
  ：時間区分は昼間 7～19 時 夜間 19～7 時です。 
 

工事用道路敷地境界の地表面上における工事用車両の運行に係る振動（L10）の予

測値は、33dB と予測されます。 
 
 
〈振動予測結果（工事用車両の運行）〉 
 ＜敷地境界＞                   単位：dB 

予測地点 現況値 
予測値 

（現況＋工事用車両）

整合を図るべき

基準又は目標 

此田 <30   33 65
備考：振動レベルは昼間の時間帯（7～19 時）の平均値としました。 
  ：<30 は測定下限値（30dB）未満であることを示します。ただし、予測では 30dB として計算

しました。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、要請限度（第 1 種区域）としました。 

 

工事用車両の運行に

係る振動の影響は極め

て小さいと判断し環境

保全対策は実施しませ

ん。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により工事用車両の

運行に伴う振動が新たに発生しま

すが、工事用車両の運行ルートに

ついては、できる限り集落の通過

を避ける計画としており、工事の

実施にあたっては一般的な環境保

全対策（P.1-10 参照）を実施する

ことから、環境影響は事業者の実

行可能な範囲で回避又は低減され

ていると評価します。 
 

〈整合を図るべき基準又は目標と

の整合性の観点〉 
工事用道路敷地境界の地表面上

における工事用車両の運行による

振動（L10）は 33dB と予測される

ため、予測地点において基準又は

目標と整合が図られていると評価

します。 
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表５.１.１（９） 総合評価表（振動：建設機械の稼働） ［振動：建設機械の稼働］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

振
動 

振
動 

工
事
の
実
施
（
建
設
機
械
の
稼
働
） 

〈振動調査結果〉 
工事用車両の運行と同じです。 

建設工事に伴う振動レベル（L10）は、敷地境界では<30～49dB と予測されます。 
 

〈振動予測結果（建設機械の稼働）〉 
〈敷地境界〉                    単位：dB 

予測地点 ユニット 
予測値

（L10） 
整合を図るべき

基準又は目標

掘削工 
（土砂掘削） 

<30  

法面整形工 
（掘削部） 

<30  

盛土工 
（路体・路床） 

41 75 

場所打杭工 
（ﾀﾞｳﾝｻﾞﾎｰﾙﾊﾝﾏ工） 

41  

此田 

アスファルト舗装工 
（表層・基層） 

49  

備考：予測結果は工事種別ごとに、予測地点に対して影響が最も大きい年次の値を示しました。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準と 

しました。 
 

建設機械の稼働に係

る振動の影響は極めて

小さいと判断し環境保

全対策は実施しませ

ん。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
工事の実施により建設機械の稼

働に伴う振動が新たに発生します

が、工事施工ヤードは集落から離

れた場所を利用する計画としてお

り、工事の実施にあたっては一般

的な環境保全対策（P.1-10 参照）を

実施することから、環境影響は事

業者の実行可能な範囲で回避又は

低減されていると評価します。 
 

〈整合を図るべき基準又は目標と

の整合性の観点〉 
建設機械の稼働による敷地境界

の振動（L10）は<30～49dB と予測
されるため、予測地点において
「建設機械の稼働」に係る振動
は、基準又は目標と整合が図られ
ていると評価します。 

 



 
表５.１.１（１０） 総合評価表（振動：自動車の走行） ［振動：自動車の走行］

項目 
環境

要素

の大

区分 

環境 
要素

の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

振
動 

振
動 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
自
動
車
の
走
行
） 

〈振動調査結果〉 
工事用車両の運行と同じです。 

 
〈地盤の状況〉地盤卓越振動数 

地盤卓越振動数調査結果は 37.8Hz でした。「道路環境整備

マニュアル」によると、“地盤卓越振動数が 15Hz 以下を軟弱

地盤と呼ぶこととする”とされています。調査地点周辺にお

ける地盤は軟弱地盤ではないと考えられます。 
 

 

測定地点  道路 地盤卓越振動数 
 (Hz) 

此田 国道 152 号 37.8 

 

 
 

道路端における道路交通振動（Ｌ10）は、昼間は 32～37dB、夜間は<30～34dB と

予測されます。 
 

〈振動予測結果（自動車の走行）〉 

〈道路端〉                 単位：dB 

予測地点 時間区分
振動レベル 
（L10） 

整合を図るべき

基準又は目標 

昼間 32  65
本線

夜間 ＜30 60 

昼間 37  65
此田 

IC 
夜間 34  60

備考：振動レベルは各時間帯（昼間：7～19 時／夜間：19～8 時）の平均値としました。 
  ：<30 は測定下限値（30dB）未満であることを示します。 
   ただし、予測では 30dB として計算しました。 
注１）整合を図るべき基準又は目標は、要請限度（第 1 種区域）としました。 

 
 

自動車の走行に係る

振動の環境影響が極め

て小さいと予測される

ため、保全対策の検討

は行いません。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路が新設されることに

より、道路交通振動が新たに発

生しますが、対象道路の路線位

置及び基本構造は計画段階か

ら、できる限り集落との離隔に

配慮しており、環境影響は事業

者の実行可能な範囲で回避又は

低減されていると評価します。 
 

〈整合を図るべき基準又は目標

との整合性の観点〉 
供用後の自動車の走行に係る

振動は、昼間時間帯が 32 ～

37dB、夜間時間帯が<30～34dB
と予測されたことから、「自動車

の走行」に係る振動は、基準又

は目標と整合が図られていると

評価します。 
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表５.１.１（１１） 総合評価表（水象） ［水象］

項目 
環境要

素の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

工
事
に
よ
る
影
響
（
ト
ン
ネ
ル
工
事
の
実
施
） 

地下水・河川については、トンネルが近接し、深層

地下水位の低下が想定されるものの、河川流量の大部

分を構成する表流水・浅層地下水は変化が小さいこと

から、河川流量の減少量は小さいと予測されます。 
利水については、直接改変される取水地及び湧水地

はなく、取水井戸は対岸や下流の影響範囲外であり影

響はないと考えられます。 
水面利用については、小嵐川の河畔をわずかに改変

するのみであり、河川の流量と水質は現況維持される

と予測されます。 
 

予測の結果、「トンネル工事

の実施」に係る利水及び水面利

用への影響は極めて小さいと判

断し、保全対策は実施しませ

ん。 
 

 

トンネル工事の実施により深層

地下水位の低下が想定されるもの

の、河川流量の大部分を構成する

表流水・浅層地下水は変化が小さ

いことから、河川流量の減少量は

小さく、水質は現況と同様に維持

されると考えられ、利水及び水面

利用への影響は極めて小さいと判

断し、環境影響は事業者の実行可

能な範囲内で回避又は低減されて

いると評価します。 
 

水
象 

河
川
・
湖
沼
等
、
地
下
水 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
道
路
（
地
下
式
）
の
存
在
） 

〈河川の状況〉  
小嵐川の年平均流量は毎分 24,349 ㍑であり、湧水量・河川流量の大部分は

浅層地下水で構成されていました。 
河川流量の現地調査結果 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
注 1）予備調査の結果を踏まえ、予測の精度を高めるために平成 17 年 11 月から調査地点を

追加しました。 
 

河川流量の現地調査結果と降水量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

〈地下水の状況〉 
実施区域の下流や対岸には湧水がありますが、実施区域には湧水はみられま

せんでした。 
測定日 平成 18 年度 

観測地点 2/22 3/20 

長
野
県 

H17-01   121.40 121.34

 

〈利水・水面利用状況〉 
調査区域での取水源として、実施区域の下流の井戸や対岸の湧水が利用されて

います。 

地下水・河川については、トンネルが近接し、深層

地下水位の低下が想定されるものの、河川流量の大部

分を構成する表流水・浅層地下水は変化が小さいこと

から、河川流量の減少量は小さいと予測されます。 
利水については、供用後に新たに改変される取水地

及び湧水地はなく、取水井戸は対岸や下流の影響範囲

外であり影響はないと考えられます。 
水面利用については、小嵐川の河畔の改変地がわず

かに残るのみで新たな改変はなく、河川の流量と水質

は現況維持されると予測されます。 

予測の結果、「道路（地下

式）の存在」に係る利水及び水

面利用への影響は極めて小さい

と判断し、保全対策は実施しま

せん。 

道路（地下式）の存在により深

層地下水位の低下が想定されるも

のの、河川流量の大部分を構成す

る表流水・浅層地下水は変化が小

さいことから、河川流量の減少量

は小さく、利水及び水面利用への

影響は極めて小さいと判断し、環

境影響は事業者の実行可能な範囲

内で回避又は低減されていると評

価します。 
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日降水量（水窪） 自動記録（小嵐川下流坑口） 実測流量（小嵐川下流坑口）

単位：流量：L/min
測定日

観測地点 4/26 5/25 6/22 7/26 8/23 9/15 10/19 11/17 12/22 1/19 2/22 3/15
小嵐川最上流 5 1 22 11 450 6 213 16 0 29 32 20 67 0 450
小嵐川上流 167 38 316 452 420 279 38 452
小嵐川中流 11,129 7,129 5,733 14,065 14,757 10,563 5,733 14,757
小嵐川下流坑口部 9,116 6,478 7,764 13,157 18,808 11,064 6,478 18,808
県境沢 12 2 9 7 249 13 286 2 0 16 21 15 53 0 286
根引沢上流堰堤 856 655 962 2,227 1,885 1,317 655 2,227
西沢下流 2,871 1,332 2,167 3,016 4,363 4,415 6,001 2,395 2,204 1,974 2,759 3,384 3,074 1,332 6,001
西沢上流堰堤 1,261 1,034 919 1,599 2,060 1,375 919 2,060
折村沢 72 109 77 164 637 212 72 637

測定日
観測地点 6/6 6/28 7/27 8/22 9/21 10/19 11/21 12/21 1/17 2/22 3/19
小嵐川最上流 3 11 47 1 30 4 123 9 5 25 8 24 1 123
小嵐川上流 256 761 3,218 203 868 1,784 961 1,570 171 877 206 989 171 3,218
小嵐川中流 17,582 15,733 43,381 10,210 12,370 9,376 10,484 7,238 7,754 11,634 10,456 14,202 7,238 43,381
小嵐川下流坑口部 20,954 20,960 60,983 12,247 17,151 12,204 14,781 11,009 12,217 43,391 41,944 24,349 11,009 60,983
県境沢 4 6 61 0 41 5 52 5 1 31 5 19 0 61
根引沢上流堰堤 1,708 2,179 6,500 2,439 1,496 1,466 1,336 707 1,392 755 952 1,903 707 6,500
西沢下流 2,560 3,004 12,840 1,876 4,374 1,482 3,644 2,194 1,929 2,069 2,449 3,493 1,482 12,840
西沢上流堰堤 2,417 1,413 13,052 1,181 2,181 1,397 1,329 587 873 2,802 1,499 2,612 587 13,052
折村沢 740 764 1,162 451 559 426 573 323 441 436 425 573 323 1,162

平均

平均

平成18年度
最大

最大最小

最小

平成17年度
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表５.１.１（１２） 総合評価表（地形・地質） ［地形・地質］

項目 
環境要

素の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

地
形
・
地
質 

地
形
・
地
質 

工
事
に
よ
る
影
響
（
工
事
施
工
ヤ
ー
ド
に
よ
る
土
地
の
改
変
、
工
事
用
道
路
に
よ
る
土
地
の
改
変
、
ト
ン
ネ
ル
工
事
の
実
施
） 

〈地形・地質の概況〉 
調査区域は、長野と静岡の県境を挟む山地地域に位置

しています。西に伊那山脈、東に赤石山脈（南アルプ

ス）が位置し、急峻な山地と狭小な谷とで構成される平

坦地の極めて少ない地域です。地形分類では主に大起伏

山地にあたり、最も標高の低い部分でも標高 300m を超

えています。また、南北に中央構造線が通っています。 

実施区域には、大起伏山地や一部崩かい地形が分布し

ています。 

〈注目すべき地形・地質の分布〉 
「第 1 回自然環境保全基礎調査（昭和 51 年：環境

庁）」によるすぐれた、または特異な地質は以下に示す

とおりです。 

 

種類 名称 

すぐれた自然（地形・地質・自然現象） 中央構造線 

 

調査区域は中央構造線が南北に走り、中央構造線に沿

って横ずれ断層などの地形が見られます。 

中央構造線は、「日本の地形レッドデータブック第 2
集」（平成 14 年：日本の地形レッドデータブック作成

委員会）による「選定基準②（地形学の教育上重要な

地形もしくは地形学の研究の進展に伴って新たに注目

したほうがよいと考えられる地形）」により保存すべき

地形として選定されています。 
 

 

 

〈地形・地質〉 
工事においては、地形、表層地質の一部が改変されますが、橋梁やトンネルの採用に

より改変面積が少なく抑えられており、地形分類別の改変面積は 5.11ha となり、改変率

は 2.4％と非常に少なくなっています。また地質分類別の改変面積は 0～1.37ha となり、

改変率は 0～28.8％と少なくなっています。なお、改変される地形、表層地質は本地域で

は一般的な地形で、周辺地域に多く存在します。よって、予測地域の特定の地形・地質

の著しい減少や、特定の地域での大規模な改変はなく、地形全体として大きな変化はな

いと予測されます。 

存在・供用においては、工事中の改変以外の新たな地形、地質の改変は想定されない

ため、影響はないと予測されます。 

 

〈注目すべき地形・地質〉 

予測地域には注目すべき地形・地質として中央構造線が存在しますが、対象道路は中

央構造線を通過しないことから、工事の実施及び供用による直接改変によって注目すべ

き地形・地質に及ぼす影響はないと予測されます。 

 

 

 

 

予測の結果、

保全対策の必要

はないと判断し

ました。 

 

〈地形・地質〉 
工事の実施及び供用における地形・地質への

影響は極めて小さいと判断し、事前の計画段階

で回避・低減されていると評価します。 

 

〈注目すべき地形・地質〉 

対象道路は注目すべき地形・地質である中央

構造線を通過しないことから、工事の実施及び

供用による直接改変によって注目すべき地形・

地質に及ぼす影響はないと予測され、事前の計

画段階で回避が図られていると評価します。 
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表５.１.１（１３） 総合評価表（植物） ［植物］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

植
物 

注
目
す
べ
き
個
体
・
集
団
・
種
・
群
落
、
植
物
相
、
植
生
、
土
壌
、
植
生
の
保
全
機
能
等 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
等
の
出
現
、
緑
化
） 

工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
） 

〈植物相の概況〉 
植物分類 種数 

シダ植物 65 
裸子植物  9 

離弁花類 316 
双子葉植物

合弁花類 157 被子植物 
単子葉植物 129 

合計 676 
（P.4-6-4 を参照ください。） 
〈植生の概況〉 

植生タイプ 群落名 

森林植生 モミ・ツガ群落、ケヤキ群落、クリ・コナ
ラ群落、オニグルミ群落、アカマツ群落、
ケヤマハンノキ群落、フサザクラ群落、ス
ギ・ヒノキ植林、ハリエンジュ植林、竹林

草本植生 岩壁植生、畑、茶畑 

その他 法面、人家、道路、自然裸地、開放水面 
 
（P.4-6-15 を参照ください。） 
〈土壌の概況〉 

大分類 土壌区分（細分） 
中・粗粒灰色低地土 

灰色低地土 
細粒灰色低地土 
粗粒褐色低地土（土石流性） 
中粒褐色低地土（扇状地性） 褐色低地土 
細粒褐色低地土（氾濫性） 
褐色森林土（残積性・乾性） 
褐色森林土（葡行性・適潤性） 
褐色森林土（崩積性・湿性） 
褐色森林土（沖積錐・土石流堆性） 

褐色森林土 

褐色森林土（地すべり性・崩積性） 
黄褐色森林土（残積性・乾性） 

黄褐色森林土 
黄褐色森林土（葡行性・適潤性） 

淡色黒ボク土 淡色黒ボク土 
未熟土（河床） 
未熟土（新規土石流性・渓床） 未熟土 
未熟土（崩壊地・露岩地） 

造成地土壌 造成地の土壌（人工改変地） 
（P.4-6-18 を参照ください。） 
 
〈注目すべき種又はその生育地、注目すべき群落〉 

40 種の注目すべき種 

イワガネソウ、イチョウシダ、キヨスミヒメワラビ、ヒメカナワラビ、クラガ

リシダ、イワオモダカ、ハルトラノオ、マルミノヤマゴボウ、オオビランジ、

ビランジ、フタバアオイ、ウスバサイシン、ヤマシャクヤク、コウヤミズキ、

ツメレンゲ、ダイモンジジソウ、イワウメヅル、ホソバツルリンドウ、アケボ

ノソウ、タチキランソウ、ラショウモンカズラ、ツルカノコソウ、シデシャジ

ン、リュウノウギク、ヒメニラ、カタクリ、ヤマユリ、アマドコロ、シロバナ

エンレイソウ、セキショウ、シラン、ギンラン、ユウシュンラン、シュンラ

ン、ツチアケビ、ミヤマウズラ、アオフタバラン、ウチョウラン、カヤラン、

シナノショウキラン 

 

〈予測結果〉 
事業により影響を及ぼす可能性のある注目すべき植物は次のとおりで

す。 
 

保全対象 予測される影響 注目すべき種の
選定基準 

イワオモダカ 

工事による直接改変はなく、工
事中及び道路（トンネル)の存
在・供用に伴う表流水の変化は
小さいものの水分条件等の変化
により、生育環境が間接的に影
響を受ける可能性があると予測
されます。 

長野県 RDB 
：Ⅱ類 

ハルトラノオ 
工事により 6 地点中 2 地点の生
育地が直接改変により消失する
と予測されます。 

長野県 RDB 
：準絶滅 

ヒメニラ 

工事により 3 地点中 1 地点の生
育地が直接改変により消失する
と予測されます。工事及び存
在・供用に伴う表流水の変化は
小さいものの水分条件等の変化
により、1 地点が間接的影響を
受けると予測されます。 

静岡県 RDB 
：部会 

ユウシュンラン 
工事により 1 地点中 1 地点の生
育地が直接改変により消失する
と予測されます。 

国 RED 
：Ⅱ類 
長野県 RDB 
：ⅠＡ 
静岡県 RDB 
：ⅠＢ 

 
〈根拠とする文献〉 

国 RED   ：改訂・日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータ 
ブック－（平成 12 年：環境庁植物Ⅰ、植物Ⅱ） 

長野県 RDB ：長野県版レッドデータブック ～長野県の絶滅のおそれのある 
野生生物～ 維管束植物編（平成 16 年：長野県） 

静岡県 RDB ：まもりたい静岡県の野生生物－県版レッドデータブック－ 
〈植物編〉（平成 16 年：静岡県） 

〈ランク区分〉 
ⅠＡ  ：絶滅危惧ⅠＡ類 
ⅠＢ  ：絶滅危惧ⅠＢ類 
Ⅱ類  ：絶滅危惧Ⅱ類 
準絶滅 ：準絶滅危惧種 
部会  ：部会注目種（静岡県版レッドデータブックにのみ記載） 

（選定基準については P.4-6-22 を参照ください。予測結果については

P.4-6-23～44 を参照ください。） 
 

〈保全対策〉 
以下の内容の保全対

策を実施します。 

 

イワオモダカ 

・必要に応じて移植 

 

ハルトラノオ 

・工事施工ヤードの設

置位置の検討、 

・移植 

 

ヒメニラ 

・必要に応じて移植 

 

ユウシュンラン 

・工事施工ヤードの設

置位置の検討 

 

 

（ P.4-6-50 を参照く

ださい。） 
 

 

〈ミティゲーションの観点〉

工事の実施または道路の存

在・供用においては、計画路

線は路線位置及び基本構造の

計画が概ねトンネル構造区間

となることで、注目すべき種

等の生育する生育環境を大き

く保持し、環境影響を回避さ

せた計画です。また、影響の

程度が著しい種に対しては、

環境保全対策を実施すること

によって環境影響を可能な限

り回避又は低減すると判断で

きます。 

以上より、植物種へ与える

環境影響は、これらの措置を

確実に実施することで、ミテ

ィゲーションの観点から事業

者の実行可能な範囲で回避又

は低減されていると評価しま

す。 

 

〈整合を図るべき基準又は目

標との整合性の観点〉 

「 長 野 県 環 境 基 本 計 画

2001 改訂版」（平成 13 年 長

野県）には、多様な自然環境

の保全と生物の多様性の確保

が環境施策としてあげられて

おり、生物の多様性の確保の

ため、「公共事業の際には、多

様な野生動植物の生息・生育

環境を確保し、自然環境への

影響を最小限におさえる。」と

記載されています。 

工事の実施および道路の存

在・供用による注目すべき種

への環境影響は、環境保全対

策の実施によって事業者の実

行可能な範囲内で回避又は低

減されていることから、環境

への影響は最小限におさえら

れると考えられ、基準又は目

標と整合が図られていると評

価します。 

（ P.4-6-52 を 参 照 く だ さ

い。） 
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表５.１.１（１４） 総合評価表（動物） ［動物］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

動
物 

注
目
す
べ
き
種
、
個
体
群
、
動
物
相 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
等
の
出
現
、
緑
化
） 

工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
、
発
破
工
事
、
掘
削
、
杭
打
ち
、
工
作
物
の
工
事
、
沢
等
の
工
事
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
・
舗
装
工
事
） 

〈動物相の概況〉 
確認種数一覧 

調査項目 種数 注目すべき種 
哺乳類 28 8 
鳥類 62 15 
両生類 9 6 
爬虫類 5 1 

陸生・水生昆虫類 1415 19 
魚類 2 2 

陸・淡水産貝類 27 6 
底生動物 5 0 

（P.4-7-8～30、36～40 参照ください。） 
 
〈注目すべき種の概況〉 

調査項目 種一覧 

哺乳類 

カワネズミ、キクガシラコウモリ、コキクガ
シラコウモリ、ヒナコウモリ科の一種及びコ
ウモリ目の一種、ニホンカモシカ、ホンドモ
モンガ、ムササビ、ヤマネ 
 

鳥類 

ハチクマ、オオタカ、ツミ、ハイタカ、ノス
リ、サシバ、クマタカ、イヌワシ、アオバ
ト、コノハズク、ヤマセミ、アカショウビ
ン、オオアカゲラ、サンショウクイ、コサメ
ビタキ 
 

両生類 

ヒダサンショウウオ、アカイシサンショウウ
オ、イモリ、アズマヒキガエル、モリアオガ
エル、カジカガエル 
 

爬虫類 トカゲ、タカチホヘビ 

陸生・水生
昆虫類 

ミヤマカワトンボ、ミルンヤンマ、アカスジ
キンカメムシ、チュウブオオオサムシ、ベッ
コウヒラタシデムシ、クチキクシヒゲムシ、
オオセンチコガネ、ゴホンダイコクコガネ、
ゲンジボタル、キンイロジョウカイ、ノギカ
ワゲラ、オオナガレトビケラ、オオチャバネ
セセリ、キマダラセセリ、ベニモンカラスシ
ジミ、クロツバメシジミ、コムラサキ、オオ
ミスジ、オオムラサキ 
 

魚類 ヤマトイワナ、アマゴ 

陸・淡水産
貝類 

ゴマオカタニシ、ヒラマキミズマイマイ、オ
オウエキビ、ヒメカサキビ、トウカイビロウ
ドマイマイ、ミヤマヒダリマキマイマイ 

（P.4-7-36～40 参照ください。） 

〈予測結果〉 
事業により影響を及ぼす可能性のある注目すべき動物は次のとおりです。 

（予測結果については P.4-7-41～95 を参照ください。） 
 

保全対策の対象 予測される影響 
注目すべき種 
の選定基準 

クマタカ 

営巣地は対象道路から約 1km
離れており、営巣中心域は改変
しませんが、営巣木から対象道
路まで障害物がないため工事騒
音の影響が考えられ、影響の程
度に不確実性が残ります。 

国内 
環境省 RED 
-ⅠＢ 
長野県 RDB 
-ⅠＢ 
静岡県 RDB 
-Ⅱ類 

第 2回-稀少 

ヒダサンショウ
ウオ 

産卵場所のある上流部の表流
水・浅層地下水の流量の変化は
小さいと想定されますが、地下
水の予測に不確実性が残りま
す。 

環境省 RED 
-準絶滅 
長野県 RDB 
-準絶滅 
静岡県 RDB 
-Ⅱ類 

第 2回-対象 

アカイシサンシ
ョウウオ 

生息場所である渓流及び周辺
の表流水・浅層地下水の流量の
変化は小さいと想定されます
が、その生態が未解明であり、
地下水の予測に不確実性が残り
ます。 

環境省 RED 
-ⅠＢ 
長野県 RDB 
-ⅠＡ 
静岡県 RDB 

-ⅠＢ 

ベニモンカラス
シジミ 

工事中及び供用時にベニモン
カラスシジミの生息域の縮小と
分断が生じると予測されます。

環境省 RED 
-準絶滅 
長野県 RDB 
-準絶滅 
静岡県 RDB 

-Ⅱ類  

〈保全対策〉 
以下の内容の保全

対策を実施します。

 

クマタカ 

・クマタカの順応を

考慮した資材や建

設機械の搬入 

 

ヒダサンショウウオ

・必要に応じて産卵

場所の代償 

・必要に応じて繁殖

期の移植 

 

アカイシサンショウ

ウオ 

・必要に応じて移植

 

ベニモンカラスシジ

ミ 

・工事施工ヤードの

設置位置の検討 

・食餌植物の改変範

囲の最小化 

・隣接する沢への個

体の移植 

 

 

（ P.4-7-104 を参照

ください。） 
 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
調査地域において確認された

動物のうち、「文化財保護法」、

「絶滅のおそれのある野生動植

物種の保存に関する法律」、「改

訂・日本の絶滅のおそれのある

野生生物-レッドデータブック-

」、「日本の希少な野生水生生物

に関するデータブック」、もしく

は、「長野県版レッドデータブッ

ク」において指定または選定さ

れている種について、対象道路

の路線位置及び基本構造は計画

段階から環境に配慮した事業計

画としており、工事の実施にあ

たっては一般的な環境保全対策

を実施し、工事中及び供用後の

保全対策を実施することから、

ミティゲーションの観点から、

環境影響は事業者の実行可能な

範囲で回避又は低減されている

と評価します。 

 

〈整合性を図るべき基準又は目

標との整合性の観点〉 

「長野県環境基本計画 2001

改訂版」（平成 13 年：長野県）

には、多様な自然環境の保全と

生物の多様性の確保が環境施策

として挙げられており、生物の

多様性の確保のため、「公共事業

の際には、多様な野生動植物の

生息・生育環境を確保し、自然

環境への影響を最小限におさえ

る。」と記載されています。 

工事の実施および道路の存

在・供用による注目すべき種へ

の環境影響は、環境保全対策の

実施によって事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減されて

いることから、環境への影響は

最小限におさえられると考えら

れ、基準又は目標と整合が図ら

れていると評価します。 

（P.4-7-106 を参照ください。）

 



 

表５.１.１（１５） 総合評価表（生態系①） ［生態系①］
項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要

因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

生
態
系 

生
態
系 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
等
の
出
現
、
緑
化
） 

工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
） 

〈調査区域の生態系区分〉 
＜山地の広葉樹林＞ 

熊伏山から観音山にかけての県境を跨ぐ尾根部の標高 1000～1500m の区

域は、褐色森林土壌ですが湿性ではなく、ブナクラス域広葉樹林が広い面

積を占めていることが特徴的な区域です。 

調査区域内において年平均気温は最も低い区域のひとつであり、年最多

積雪深は深く、年降水量は調査区域内で中程度です。 

＜赤石山脈の尾根部カラマツ植林＞ 
赤石山脈の長野県側の尾根部の標高 1000～1500m の区域は、湿性～乾性

の褐色森林土壌と乾性ポドゾル化土壌が混在し、ブナクラス域広葉樹林と

カラマツ植林が混在する中に、亜高山帯自然植生が点在することが特徴的

な区域です。 

調査区域内において年平均気温は最も低い区域のひとつであり、年最多

積雪深は浅く、年降水量は調査区域内で中程度です。 

＜熊伏山の自然林＞ 
県境を跨ぐ熊伏山の山頂の標高 1500m 以上の標高の高い区域は、乾性ポ

ドゾル化土壌が広い面積を占め、ブナクラス域広葉樹林とブナクラス域自

然植生が混在することが特徴的な区域です。 

調査区域内において年平均気温は最も低い区域のひとつであり、年最多

積雪深は最も深く、年降水量は調査区域内で中程度です。 

＜青崩峠の北部山麓混交林＞ 
 青崩峠の北側斜面にある小嵐川の源流域は、残積性未熟土壌が広い面積

を占め、ブナクラス域広葉樹林（実施区域近傍ではケヤキ群落、クリ・コ

ナラ群落）がスギ・ヒノキ・サワラ植林（実施区域近傍ではスギ・ヒノキ

植林）よりも広い面積を占めていることが特徴的な、概ね標高 800m～

1300m の区域です。西側斜面には崩壊地形があり、礎層・砂礫の土壌とな

っています。 

 調査区域内において東側斜面は年平均気温が最も低い区域のひとつであ

り、西側斜面は「河畔混交林」と同様に年平均気温は中程度で、年降水量

も低いですが、年最多積雪深は深い地区です。 

＜小嵐川の渓谷混交林＞ 
小嵐川の上流部は、両岸が切り立った渓谷地形で、湿性褐色森林土壌が

河川沿いにあり、ブナクラス域広葉樹林（実施区域近傍ではケヤキ群落、

クリ・コナラ群落）とスギ・ヒノキ・サワラ植林（実施区域近傍ではス

ギ・ヒノキ植林）が混在することが特徴的な、概ね標高 600m～1000m の区

域です。 

調査区域内において下流側の「河畔混交林」と同様に年平均気温は中程

度で、年最多積雪深は深く、年降水量は長野側では最も多い区域です。 

＜河畔混交林＞ 
八重河内川、梶谷川、遠山川の川幅の広い河川の河畔は、ブナクラス域

広葉樹林（実施区域近傍ではケヤキ群落、クリ・コナラ群落）、スギ・ヒ

ノキ・サワラ植林（実施区域近傍ではスギ・ヒノキ植林）、ヤブツバキク

ラス域コナラ群落が混在し、比較的広い水田雑草群落、畑地雑草群落が存

在することが特徴的な、概ね標高 600～800m 以下の標高の低い区域です。

東側斜面には地すべり地が、西側斜面には八重河内西山の断崖・岩壁が

あります。 

＜山地植林＞ 
河畔以外の山地部のうち、長野県側の標高 600m～1000m の区域は、湿性

～乾性の褐色森林土壌が混在し、スギ・ヒノキ・サワラ植林がブナクラス

域広葉樹林より広い面積を占めていることが特徴的な区域です。 

調査区域内において年平均気温が低く、年最多積雪深が浅く、年降水量

は最も低い区域のひとつとなっています。 

（P.4-8-11 を参照ください。） 

〈予測結果〉 
予測の結果、工事施工ヤード及び工事用道路の設置、道路（地表式、嵩上げ式、

地下式）の存在による、土壌、植生、水土保全機能、二酸化炭素吸収機能、植物
相、動物相の変化は小さいと予測されます。 

 
また、構造への直接的影響による環境単位（生態系区分）の改変割合は、直接改

変のない青崩峠の北部山麓混交林を除くと、小嵐川の渓谷混交林で 11.0％

（2.23ha）河畔混交林で 0.4％（0.02ha）と小規模であると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      注）青崩峠の北部山麓混交林は、トンネル構造であるため 

        直接改変による改変面積は 0ha です。 

 

次頁に示しました。 次頁に示しました。 

改変面積
（ha）

改変率
（％）

河畔混交林 5.28 0.02 0.4%
小嵐川の渓谷混交林 20.22 2.23 11.0%

総計 25.50 2.25 8.8%

高架・橋梁
(小規模土工を含
む)の改変面積

予測地域
全体の面積

（ha）
生態系区分
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表５.１.１（１６） 総合評価表（生態系②） ［生態系②］
項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要

因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

生
態
系 

生
態
系 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
等
の
出
現
、
緑
化
） 

工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
） 

〈相互関係（指標種）〉 
構造、相互関係の結果をふまえ、予測範囲における環境単位毎の生

態系を把握し影響予測するために適切な指標を選定しました。 
 

環境単位 

山
地
の
広
葉
樹
林 

熊
伏
山
の
自
然
林 

赤
石
山
脈
の
尾
根
部 

カ
ラ
マ
ツ
植
林

青
崩
峠
の 

北
部
山
嶺
混
交
林

小
嵐
川
の
渓
谷
混
交
林 

河
畔
混
交
林 

山
地
植
林 

予
測
対
象 

ﾜｼ・ﾀｶ類(ﾊﾁｸﾏ、ｵ
ｵｶﾀ、ﾂﾐ、ﾊｲﾀｶ、
ﾉｽﾘ、ｻｼﾊﾞ、ｸﾏﾀ
ｶ、ｲﾇﾜｼ) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

ﾂｷﾉﾜｸﾞﾏ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾎﾝﾄﾞｷﾂﾈ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾎﾝﾄﾞｵｺｼﾞｮ ＋ ○ ＋ ＋ ＋ ＋   
ﾎﾝﾄﾞﾃﾝ ○ ○ ○ ○ ○ ＋ ＋ ● 
ﾆﾎﾝｲﾀﾁ    ＋ ＋ ○ ＋  
ﾌｸﾛｳ類(ｺﾉﾊｽﾞｸ) ＋  ＋ ＋ ○ ○ ＋ ● 

上
位
性 

渓谷・河畔の鳥
類群集(ｶﾜｶﾞﾗｽ)    ○ ○ ○  ● 

ﾆﾎﾝｻﾞﾙ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾆﾎﾝｲﾉｼｼ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾆﾎﾝｼﾞｶ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
樹上性・樹洞性
小型哺乳類(ﾎﾝﾄﾞﾓ
ﾓﾝｶﾞ、ﾆﾎﾝﾘｽ) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

地上性小型哺乳
類(ﾋﾒﾈｽﾞﾐ、ｱｶﾈｽﾞ
ﾐ) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

山地・山里の鳥
類群集(ﾎｵｼﾞﾛ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

ﾀｺﾞｶﾞｴﾙ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾓﾘｱｵｶﾞｴﾙ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 
ﾋﾀﾞｻﾝｼｮｳｳｵ     ○ ＋  ● 
ｱﾏｺﾞ    ○ ○ ○ ＋ ● 
ｶｼﾞｶ    ＋ ＋ ○ ＋  
ﾑｶｼﾄﾝﾎﾞ    ○ ○ ○  ● 
ﾐﾄﾞﾘｼｼﾞﾐ類(ｾﾞﾌｨﾙ
ｽ)     ＋ ○ ＋  

造巣性水生昆虫
類相(ｳﾙﾏｰｼﾏﾄﾋﾞｹ
ﾗ) 

○ ○ ○ ○ ○ ＋ ＋ ● 

徘徊性水生昆虫
類相(ｷｲﾛﾋﾗﾀｶｹﾞﾛｳ) ＋ ＋ ＋ ○ ○ ○ ＋ ● 

大型水生昆虫類(ｵ
ｵﾅｶﾞﾚﾄﾋﾞｹﾗ) 

＋ 
＋ 
＋ 

＋
＋
＋

＋ 
＋ 
＋ 

○ 
＋ 
＋ 

○ 
＋ 
＋ 

＋ 
＋ 
○ 

＋ 
＋ 
＋ 

● 
- 
- 

典
型
性 

湿潤な林床に生
育する植物(ｼﾀﾞ類
(ｲﾜｶﾞﾈｾﾞﾝﾏｲ、ｸｼﾞ
ｬｸｼﾀﾞ)、ﾂﾙｶﾉｺｳｿ
ｳ) 

   ＋ ○ ○  ● 

 

〈相互関係（指標種）〉 
事業により影響を及ぼす可能性のある指標種は次のとおりです。 
（予測結果については P.4-8-35～72 を参照ください。） 

 

  
保全対策の対象 予測される影響 

クマタカ 

営巣地は対象道路から約 1km 離れており、営

巣中心域は改変しませんが、営巣木から対象道

路まで障害物がないため工事騒音の影響が考え

られ、影響の程度に不確実性が残ります。 

タゴガエル 

産卵場所のある上流部の表流水・浅層地下水

の流量の変化は小さいと想定されますが、地下

水の予測に不確実性が残ります。 

ヒダサンショウウオ 

産卵場所のある上流部の表流水・浅層地下水

の流量の変化は小さいと想定されますが、地下

水の予測に不確実性が残ります。 

ベニモンカラスシジミ
工事中及び供用時にベニモンカラスシジミの

生息域の縮小と分断が生じると予測されます。 

〈保全対策〉 

以下の内容の保全対

策を実施します。 

 

クマタカ 

・クマタカの順応を考

慮した資材や建設機

械の搬入 

 

ヒダサンショウウオ、

タゴガエル 

・必要に応じて産卵場

所の代償 

・必要に応じて繁殖期

の移植 

 

ベニモンカラスシジミ 

 

・工事施工ヤードの設

置位置の検討 

・食餌植物の改変範囲

の最小化 

・隣接する沢への個体

の移植 

 

（P.4-8-78 を参照くだ

さい。） 
 

〈ミティゲーションの観点〉 
本事業は、環境への配慮事項とし

て、トンネル構造の採用により地

上改変区域の最小化等が盛り込ま

れ、これらの生態系の環境単位

（小嵐川の渓谷混交林、河畔混交

林）の消失は最小限におさえられ

ています。また、工事の実施にあ

たっては一般的な環境保全対策を

実施し、工事中及び供用後の保全

対策を実施することから、生態系

を構成する「土壌」「植生」「保全

機能等」「植物相」「動物相」「構

造」「相互関係」「指標種（上位

性、典型性、特殊性）」の変化

は、事業実施前後において最小限

におさえられると考えられ、ミテ

ィゲーションの観点から、環境影

響は事業者の実行可能な範囲で回

避又は低減されていると評価しま

す。 
 

〈整合性を図るべき基準又は

目標との整合性の観点〉 
「長野県環境基本計画 2001 改訂

版」（平成 13 年：長野県）には、

多様な自然環境の保全と生物の多

様性の確保が環境施策として挙げ

られており、生物の多様性の確保

のため、「公共事業の際には、多

様な野生動植物の生息・生育環境

を確保し、自然環境への影響を最

小限におさえる。」と記載されて

います。 
工事の実施および道路の存在・供

用による注目すべき種への環境影

響については、対象道路の路線位

置及び基本構造は計画段階から環

境に配慮した事業計画としてお

り、工事の実施にあたっては一般

的な環境保全対策を実施し、工事

中及び供用後の保全対策を実施す

ることから、事業者の実行可能な

範囲内で回避又は低減されてお

り、環境への影響は最小限におさ

えられると考えられるため、基準

又は目標と整合が図られていると

評価します。 
（P.4-8-80 を参照ください。） 
 



 

5-18

表５.１.１（１７） 総合評価表（生態系③） ［生態系③］ 

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

生
態
系 

生
態
系 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
等
の
出
現
、
緑
化
） 

工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
） 

 

環境単位 

山
地
の
広
葉
樹
林 

熊
伏
山
の
自
然
林 

赤
石
山
脈
の
尾
根
部 

カ
ラ
マ
ツ
植
林 

青
崩
峠
の
北
部
山
嶺
混
交

林 小
嵐
川
の
渓
谷
混
交
林 

河
畔
混
交
林 

山
地
植
林 

予
測
対
象 

樹幹に着生する
植物(ｶﾔﾗﾝ) 

   ＋ ○ ○  ●

湿潤な岩壁に生
育する植物(ｲﾜﾀ
ﾊﾞｺ) 

   ＋ ○ ○  ●

針葉樹・広葉樹
混合林 

   ＋ ○ ○  ●

広葉樹林(ミズナ
ラ群落) ○  ○ ○    ●

典
型
性 

ﾌﾞﾅｸﾗｽ域自然植
生 

 ○      - 

亜高山自然植生   ○     - 
ﾍﾞﾆﾓﾝｶﾗｽｼｼﾞﾐ    ＋ ○ ○  ●

ｸﾛﾂﾊﾞﾒｼｼﾞﾐ      ○  ●

特
殊
性 

ﾅｶﾞﾚﾀｺﾞｶﾞｴﾙ     ＋ ○  - 
備考：○は主要な分布地と想定される生態系区分です。 
  ：＋は主要な分布地ではないが、生息可能性のある生態系

区分です。 
  ：表中網かけは、実施区域が通過しない生態系区分又は注

目種(予測対象外)を示します。 
（P.4-8-19 を参照ください。） 
 

前頁に示しました。 前頁に示しました。 前頁に示しました。 
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表５.１.１（１８） 総合評価表（景観） ［景観］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境 
要素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

景
観 

主
要
な
景
観
、
景
観
資
源
・
構
成
要
素 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響
（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
の
存
在
、
緑
化
） 

調査地点は、既存の文献資料

等より抽出した調査地域内の主

要な景観資源及び主要な眺望景

観（主要な視点の眺望特性）の

うち、事業により影響を受ける

おそれがある地点としました。 

 

・熊伏山稜線 

・白岩（八重河内） 

・ヒョー越 

・梶谷渓谷 

・信玄滝 

・ヌタ沢大滝 

・八重河内西山 

・此田集落 

・島畑 

・青崩峠 

 

〈青崩峠概要〉 

飯田市指定文化財に指定され

ており、所在は長野県との県境

に位置します。 

長野県側、静岡県側ともに展

望が良く、中央構造線が形作っ

た深く雄大な谷筋が望めます。

標高は 1,082ｍです。 

〈島畑からの眺望〉 
 視点場である島畑が消失します。 

 
 
〈青崩峠からの眺望〉 
対象道路の存在・供用においては、青崩峠（眺望点）の下をトンネル構造で通

過するため、峠の直接改変はありません。 
また、青崩峠からの眺望においては、対象道路はわずかに視認されるのみで、

山々により形成されるスカイラインを道路の存在・供用によって切断することは

ありません。 
従って、青崩峠（眺望点）の直接改変はなく、そこから眺望する景観を阻害す

ることはないと予測されます。 
 
 
 
 
 
 
 

島畑からの眺望については、視点場である

島畑周辺に視点場を代償することにより、島

畑からの眺望について影響を低減することが

できます。 

〈ミティゲーションの観点〉 
存在・供用に係る此田集落からの眺望及び青崩

峠からの眺望への環境影響はないと予測され、島

畑からの眺望については保全対策により影響が低

減されることから、道路の位置及び構造の選定に

係る事前の計画段階で環境影響は事業者の実行可

能な範囲内で回避又は低減されていると評価しま

す。 
 
〈整合を図るべき基準又は目標との整合性の観点〉

基準等の対象となる主要な景観への影響は回避

又は低減されていることから、基準等と整合が図

られていると評価します。 
 

景観予測結果（春季） 景観予測結果（秋季） 

対象道路 対象道路 



表５.１.１（１９） 総合評価表（触れ合い活動の場） ［触れ合い活動の場］

項目 環境

要素

の大

区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 影響要因 環境要

素の の区分 
区分 

〈工事の実施〉 工
事
に
よ
る
影
響
（
樹
木
の
伐
採
、
土
地
造
成
） 

名称  予測結果

塩の道 

 

工事の実施において、塩の道の一部、島畑、木地師の墓「庚申」を直接改
変するものの、改変は一部であり、主要な利用箇所は工事実施箇所から充分
離れていることから利用環境の変化はないと予測されます。 

小嵐川 

工事の実施において河畔の一部を直接改変し、その周辺は一時的に利用で
きなくなるものの、濁水の発生を抑制するよう配慮することから、影響は一
部の箇所に限られ、渓流釣りの拠点は下流域に広く存在することから活動の
場の景観の変化も小さく、利用環境の変化は小さいと予測されます。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路の路線位置及び基本構

造は計画段階から環境に配慮した

事業計画としており、工事の実施

にあたっては一般的な環境保全対

策を実施することから、工事によ

る触れ合い活動の場へ及ぼす影響

は、事業者の実行可能な範囲内で

回避又は低減されていると評価し

ます。 
 

〈整合を図るべき基準又は目標と

の整合性の観点〉 

対象道路の路線位置及び基本構

造は計画段階から環境に配慮した

事業計画としており、工事によ

り、自然公園、文化財保護法等の

法令により保全対象となっている

レクリエーション資源が改変され

ないことから、基準等との整合は

図られていると評価します。 
 

（
地
形
改
変
、
樹
木
伐
採
後
の
状
態
、
工
作
物
の
出
現
、
緑
化
） 

存
在
・
供
用
に
よ
る
影
響 

・八重河内城跡 
・木村の石碑 

・小嵐公会堂前石碑 
・島畑 
・木地師墓石「庚申」 
・三十三仏 
・青崩神社 
・青崩峠の石仏 
・青崩碑 

・遠山の霜月祭（諏訪神社） 
・遠山の霜月祭（正八幡神社） 
・遠山の霜月祭（遠山天満宮） 
・此田神楽 
・梁木島番所跡 

〈存在・供用〉 

名称  予測結果

塩の道 
道路の存在により、塩の道の一部を分断しますが、主要な利用箇所は

工事実施箇所から充分離れていることから利用環境の変化はないと予測
されます。 

小嵐川 
道路の存在により、河畔の一部に改変箇所が残りますが、渓流釣りの

拠点は下流域に広く存在することから活動の場の景観の変化も小さく、
利用環境の変化は小さいと予測されます。 

 

工事及び存在・供用による主要な触れ合

い活動の場への影響が予測されたことか

ら、保全対策の検討をおこないました。 
 
 

実施内容 
実施

方法

実施

位置 
保全対策の効果 

塩
の
道
等
の
保
全
措
置

の
検
討 

塩
の
道
、
島
畑
、 

木
地
師
墓
石
「
庚
申
」 

対象道路明かり部の改変区

域について、関係者協議の

もと、塩の道、石碑及び周

辺の樹林の復元等を検討

し、必要な措置を実施する

ことができます。 
 

必
要
に
応
じ
て

塩
の
道
の
復
元 

明
か
り
部
の
改

変
箇
所 

必要に応じ関係者と協議を

行い復元することで、より

よい環境を創出することが

できます。 

 

〈ミティゲーションの観点〉 
対象道路の路線位置及び基本構

造は計画段階から環境に配慮した

事業計画としており、存在・供用

による触れ合い活動の場へ及ぼす

影響は、事業者の実行可能な範囲

内で回避又は低減されていると評

価します。 
 

〈整合を図るべき基準又は目標と

の整合性の観点〉 
対象道路の路線位置及び基本構

造は計画段階から環境に配慮した

事業計画としており、存在・供用

により、自然公園、文化財保護法

等の法令により保全対象となって

いるレクリエーション資源が改変

されないことから、基準等との整

合は図られていると評価します。

 

調査地点は、既存の文献資料

等より抽出した調査地域内の主

要な触れ合い活動の場のうち、

利用者が少ないと考えられるも

の、アクセス性に大きな変化が

ないことがあらかじめ予測され

るものを除き、実施区域端部か

ら 500ｍ程度の範囲にある触れ

合い活動の場を選定しました。 

触
れ
合
い
活
動
の
場 

触
れ
合
い
活
動
の
場 

・塩の道 

・此田の石碑群 

・農業体験 
・小嵐川（渓流釣り） 

・青崩峠 
・遊歩道（青崩峠～ヒョー越） 

熊伏山登山道 
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表５.１.１（２０） 総合評価表（廃棄物） ［廃棄物］

項目 環境

要素

の大

区分 

環境要

素の 
区分 

影響要因 
の区分 

調査結果概要 予測結果 保全対策 評価結果 

廃
棄
物 

廃
棄
物
、
残
土 

工
事
に
よ
る
影
響
（
廃
材
・
残
土
等
の
発
生
・
処
理
） 

－ 〈予測結果〉 

 対象 土量(m
3
)

トンネル掘削工 370,000
切土工 0
盛土工 -97,000
建設発生土総量 273,000  

 
なお、工事の進捗状況に伴い、現段階で予測されない建設工事に伴う副産物の

発生がある場合には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「資源の有効な利用

の促進に関する法律」及び「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」に

基づいて適正に処理・処分することとします。 

予測の結果、トンネルの掘削や切土等によ

り大量の廃棄物が発生することから影響があ

ると予測されるため、保全対策を検討しまし

た。 

 

〈再利用の推進（（工事間利用の徹底））〉 

「公共工事における再生資源活用の当面の

運用について」（平成 14 年 5 月 30 日付 国官

技第 42 号、国官総第 126 号、国営計第 27

号、国総事第 22 号大臣官房技術調査課長等

発）によれば、建設発生土は 50km 以内の他の

建設工事（民間も含む）へ搬出することとさ

れています。 

事業の実施による建設工事に伴い、建設発生土が

大半を占める副産物が発生しますが、再利用及び再

資源化に努めるとともに、関係法令等を遵守し適正

に処理・処分を行うよう関係者を指導することか

ら、廃棄物等の発生に伴う環境影響は事業者の実行

可能な範囲で回避・低減が図られていると評価しま

す。 

環境保全措置としての検討結果に示す再利用の推

進（工事間利用の徹底）を行うことにより、環境影

響は事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減され

ていると評価します。 
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